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本論文では, 水平及び鉛直地震加速度を受けるアンカー構造を有し, かつ底板が浮上らない平底円筒貯糟の滑動

の運動方程式を示し, 加速度応答倍率を適用して滑動の判定を行う方法について検討を行った. ここで, 加速度応

答倍率の適用は滑動現象にとって最も重要な水平及び鉛直加速度とそれらの応答の同時性を無視することになるの

で, この点を補うために2つの係数を定義し, 水平及び鉛直加速度とそれらの応答の同時性の効果を滑動判定式に

取入れるようにした. そして, それら係数が正規分布で近似される郷 性質を有することを明らかにし, 許容超

過確率に基づいて算定した鉛直地震加速度と貯糟の鉛直応答加速度を設計値として用いて滑動の判定ができること

を示した. 
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1. はじめに

1964年 のアラスカ地震で観測されたような平底円筒

貯槽(以下, 貯槽)の大きな滑動は3)向, 兵庫県南部地震

では観測されなかったが7), 滑動現象は平底円筒貯槽の

耐震設計において大きな関心を集めており, 貯槽の滑動

時の挙動やその安全性照査方法について実験や解析に

よる検討が精力的に行われている8拗. 

このような背景から, 著者らは, 底板に浮上りが生じ

ずアンカー構造のない貯槽が水平地震加速度を受けて

滑動する場合を対象に, 貯槽が有する解析的物理量が果

たす役割を解明し, 貯槽の滑動挙動を表わす力学モデル

(以下, 滑動モデル)を考案し, 模型実験との比較により, 

滑動モデルの解析精度について検討を行った1職
一般に, 貯槽は立体的な構造物であることから, 水平

方向とともに鉛直方向にも固有周期や自由度を有して

おり1の, 地震時には水平及び鉛直地震加速度を受けるこ

とから, 貯槽にはそれぞれの方向に応答が生じる. しか

し, 鉛直方向の地震加速度やそれに伴う応答は, 貯槽の

滑動挙動に少なからぬ影響を及ぼすことが文献1)の結果

から容易に推測できるが, それらを取り扱った研究はほ

とんどないようである. また, : LNG貯 槽に代表される極

低温の液体とガスを貯蔵する貯槽には, プレストレスカ

が導入されたアンカーストラップと呼ばれる部材が側

板下端部の全周に密な間隔で取付けられているが, これ

らが滑動挙動に及ぼす影響を取り扱った研究もほとん

どないようである. これらのことから, 貯槽の滑動挙動

を正しく表現するためには, 鉛直地震加速度及びそれに

伴う貯槽の応答やアンカーストラップのプレストレス

力及びその岡1牲が, 貯槽の滑動挙動に及ぼす影響を明ら

かにする必要がある. 

 一方, 耐震設計における滑動の検討では, 貯槽の滑動

の発生の有無を的確に評価することが, それ以後の構造

設計, 安全性照査や安全対策の進め方を決定する上で非

常に重要である. 従来, 滑動に対する検討はJEAG 3605

に示された方法に従って行っているが11), この方法には

貯槽の鉛直方向の応答やアンカーストラップのプレス

トレス力及びその剛性が貯槽の滑動挙動に及ぼす影響

は考慮されていない. そこで, 本研究では, アンカース

トラップや貯槽の鉛直方向の応答を考慮した貯槽の滑
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動挙動に関する運動方程式を導いた後, 精度良くかつ簡

便に貯槽の滑動の検討を行うことができる貯槽の滑動

判定式の開発について検討を行う. 

 本論文では, JEAG 3605に示された滑動検討方法につ

いて考察を行い, 本研究の対象範囲を明らかにする. そ

して, 滑動モデルに, 貯槽の鉛直方向の応答を表わすモ

デルと, アンカーストラップの効果を表わすモデルを付

与した系の運動方程式を導いた後, 耐震設計での簡便性

を考慮して地震に対する貯槽の応答値を加速度応答倍

率を用いて表わせるように運動方程式の変形を行い滑

動判定式を導いた.

ここで, 従来の耐震設計では, 水平及び鉛直方向の地

震加速度とその応答加速度が構造物にとって最も不利

になるように組み合せて構造設計を進めてきた しかし, 

必ずしも同時には発生しないそれら地震加速度と応答

加速度の最大値を, 貯槽にとって最も不利になるように

組合せて滑動の判定を行うことは, 滑動の発生に対して

過大な評価を行うことになると考えられる。

 そこで, 加速度応答倍率が有する簡便性を損なうこと

無くこの点を補うために, 貯槽の滑動が最も発生しやす

くなる貯槽の水平応答加速度が最大となる時刻に着目

し, その時の鉛直地震加速度や貯槽の鉛直応答加速度が, 

それぞれの最大値に比べてどの程度の状態にあるのか

を表わす2つ の係数を定義し滑動判定式に導入した. 

 次に, 2つ の係数が統計的性質を有することを明らか

にし, 貯槽の水平応答加速度が最大: となる時刻の鉛直地

震加速度や鉛直応答加速度と, それらが発生する確率と

の関係を求めた.

 そして, これらの関係から, 超過する事象の発生を確

率的に保証した鉛直地震加速度や鉛直応答加速度を設

計値として用いて滑動の判定を行う方法について提案

を行い, 滑動の判定に適した2つ の係数の値について検

討を行った.

また, 2つ の係数と耐震設計で広く用いられている基

準応答倍率とを組合せて滑動の判定を行った場合につ

いて滑動判定の精度の検討を行った. 

最後に, JEAG 3605に基づく滑動検討の結果と本滑動

判定式による検討結果との比較から, アンカーストラッ

プのプレストレスカや貯槽の鉛直応答加速度を考慮す

ることの必要性について検討を行った. 

尚, 本研究は, 加速度型地震15)に対する貯槽の滑動挙

動を対象にしており, 地震中の貯槽の応答は線形の範囲

内であり, 貯槽の底板には浮上り現象は生じず, かつア

ンカーストラップの剛性は線形性を保ち, プレストレス

カの総和は一定であることを前提として検討を行った. 

2. 従来の滑動検討方法

JEAG 3605(解730)式及欲解7. 32)式(以下, 式(1), 式

(2))では, アンカーボルトを有する貯槽を対象にして, 

加速度型地震動に対する水平力が横すべり抵抗力を上

回らないことを照査項目として滑動の検討方法につい

て規定している. ただし, 貯槽の重量軽減効果として地

表面における上向きの鉛直震度を考慮している. 

F=KMW,+KM, WS (1)

(2)

 ここで, 式(1)と式(2)は, それぞれ加速度型地震動に対
する水平力と横すべり抵抗力を示す. また。KM、, 1(, , 

W1, Ws, WT, μ, Tn, Nb,  Aβは, それぞれ地表

面における加速度型地震動の水平震度, 鉛直震度, 加速

度型地震時の内容液の有効重量, 貯槽本体の重量, 内容

液の全重量, 貯槽と貯槽基礎との静止摩擦係数 アンカ
ーボルトの許容せん断応力, アンカーボルトの本数, ア

ンカーボルトの断面積である. 

 式(2)より, 次の考察が得られる. 

1)横すべり抵抗力を求める際に, 地表面における鉛直震

度のみを考慮していることから, 貯槽の鉛直方向の応答

が横すべり抵抗力に及ぼす影響が反映されていない。

2)プ レストレスカが導入されたアンカーストラップを

有する貯槽の場合に, それが横すべり抵抗力に及ぼす影

響が反映されていない.

3)横すべり抵抗力にアンカーボル トの許容せん断力を

算入しているが, このことは厳密には微小な滑動を許容

していることになる.

 これより, 本研究では, 上記1), 2)の問題点について

検討を加え, それらの結果を滑動判定式に反映させるこ

ととし, 3)については工学的判断を含む問題であると考

えられるので, 本研究の対象からは除外することにした. 

3. 滑動モデルの運動方程式

著者らは, 滑動挙動には貯槽の水平1次 モードの応答

の影響が支配的であることや, アンカーストラップによ

る押し付け力は水平地震加速度の影響を受けないこと

などを明らかにした1). 一方, 2に示したように, 地震

時の貯槽の滑動挙動を正しく表現するためには, 貯槽の

水平方向の応答の他に, 貯槽の鉛直方向の応答やプレス

トレスカが導入されたアンカーストラップの影響を考

慮する必要がある. そこで, 滑動モデルに, 次に示す部

分を付加したモデルを用いた. 貯槽の水平方向の応答を
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表わす1自 由度質点～バネ系振動子と, 質点化した貯槽

底板で構成される滑動モデルに, 貯槽の鉛直方向の応答

を表わす1自 由度質点～バネ系振動子, アンカー-ストラ

ップの水平方向の剛性を表わす線形バネと, アンカース

トラップに導入された鉛直方向のプレストレスカを集

中荷重化した押し付け力を付与した. ただし, 鉛直方向

の振動子が, 貯槽の鉛直方向の応答による見掛けの貯槽

重量増減効果のみを表わすようにするために, 振動子の

質点は貯糟全体の質量には算入せず, かつ鉛直地震加速

度による慣性力力湘 殺されるようにした. 図-1に示す改

良した滑動モデルの運動方程式は次のようになる. 

i)滑 動時

mh(xh+Zh)+Ch(xh-xt)+kh(xh-x,)= 0 (3)
mt(xt+Zh)-chlxh-xt)- khxh -xt)

+fa +KQx,=0
(4)

fa= v{(mh+m, +m1e)(S+a)+PA
-c vxv - kx- mvav}

(5)

ii) 非滑動時(ieni=o)

mh(xh+Zh)+Chxh+kh(xh-X f) = 0 (6)

iii) 滑動開始条件

Imzht-Chxh-kh (xh-x)+KAxlI>J s (7)
Js=u{(mh +m1 +mie)(g+Zsa )+PA

cvsnuieniqaae x.kyxv-m}
(8)

ここで, zc. とx, は次の関係を満たす.

my (zx +zt)+cvxv+kvx = 0 (9)

納 滑動停止条件

Jm,11-Ch(xh -xr)-kh(xh -x1)+KAxtl>Jd (10)

 ここに, m,2h, 6h, jab=貯槽の側板～内容液連成系の

水平方向の有効質量, 減衰, 剛性,mt2,: 貯槽底板の質量

mie: 貯槽の側板～内容液連成系の水平方向の非有効質

量,mv2, ov. kv: 貯槽の側板～内容液連成系の鉛直方

向の有効質量, 減衰, 剛性, μ, γ: 貯槽底板と貯槽基

礎との間の静止摩擦係数, 動摩擦係数, fas, fsd: 貯槽

底板と貯槽基礎との間に作用する静止摩擦力, 動摩擦力, 

2A: アンカーストラップ群のプレストレスカの合計値

KA: アンカーストラッフ響の水平方向の見掛けのバネ

定数であり, 例えば, アンカーストラップを片持ち梁と

見なせば, KAを 次式で表わすことができる. 

(11)

 ここで, L: アンカーストラップの突出長, 〃: アン

カーストラップの本数, E: アンカーストラップの材料
の弾性係数II: アンカーストラップの面内剛性, 1。: 

アンカーストラップの面外剛性, 4: 滑動方向を0. -180. 

方向とした場合の時計周りにi番 目のアンカーストラッ

プの位置である.

また, 2h, 2,: 貯槽の基礎上面での地震波の水平方向

加速度, 鉛直方向加速度, 髪, 歯, γ: 質点の加速度, 

速度, 変位を示し, 添字h, t, vはそれぞれ貯槽の水平

方向の有効質量, 底板, 鉛直方向の有効質量の系の運動

であることを示す また, 式(4)に含まれる項歯xt/rti, 1は・

貯槽底板と貯槽基礎との間に作用する動摩擦力ん の作

用方向を規定する項である. ここで, 耐震設計を進める

上で, まず問題となるのは初期の滑動であることから, 

以後の検討ではκ, =ts, =tt, =0と して検討を進めること

にする. 

4. 滑動判定式の導出

水平及び鉛直地震加速度を受ける貯槽の滑動挙動は, 

3で示した滑動モデルの運動方程式と地震波の加速度

記録を用いた時刻歴応答解析により求めることができ

る. しかし, 構造設計時に時刻歴応答解析を行うことは

多大な労力を要することや, 特定の地震波を用いた解析

から得られた結果を一般化することには困難が伴なう

ことから, 簡便な設計手法には適さない. そこで, 設計

での簡便性を考慮して, 従来の耐震設計で広く用いられ

ている修正震度法に基づいて拗, 貯槽の滑動が判定でき

る方法について検討を行うことにした. 修正震度法では, 

構造物の応答特性を加速度応答倍率で与えることが特

徴である. そこで 滑動開始の条件を与える式(7)と式(8)

に, 加速度応答倍率が適用できるように式の変形を行う. 

 式(6)より, 質点〃2, に作用する側板～内容液連成系の

水平方向の有効質量で構成される振動子からの動的反

力の最大値は, 質点〃2hに作用する貯槽基礎上面におけ

る水平地震加速度の最大値12、lm欲と水平方向の加速度

図-1 滑動モデル図

Foundation
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応答倍率3溜 を用いて次式で表すことができる.

IChXh + khXh (max = mh IZh + xh (max = mhS4JlIZh Imax (12)

同様に, 式(9)より, 質点mtに 作用する側板～内容液連

成系の鉛直方向の有効質量で構成される振動子からの

動的反力の最大値は, 質点mvに 作用する貯槽基礎上面

における鉛直地震加速度の最大値zvmaxと 鉛直方向の

加速度応答倍率値3A7を 用いて次式で表すことができ

る.

lcc + kv Imax - my IZv + xY Imax = mSAV IZY (max (13)

3AHやSA 7の値はし貯槽の固有周期に応じて規準化加速

度応答スペクトル図等から読み取るものとする. 

 また, 式(7)において, 貯糟底板の慣性力は 質点mtに

作用する側板～内容液連成系の水平方向の有効質量で

構成される振動子からの動的反力より十分小さいと考

えられるのでこれを無視する1λ

mtih - Chxh - khxh -ChXh - khxh (14)

 ここで, 貯槽の滑動が最も発生しやすくなる貯槽の水

平最大応答加速度が発生する時刻に着目して, 式(7)と式

(8)に式(9), (12), (14)を代入して, 貯槽の滑動開始条件式
を次のように変形する. 

mhS4JIlzhl> u{M(g+a)+PA +mv(xv +av)-mva)
(15)

ただし, Mは 貯槽の全質量であり, M=mh+m2 +m2ie

である. 

次に, 貯槽の水平最大応答加速度が発生する時刻の鉛

直地震加速度乞と貯槽の鉛直応答加速度(zv+xv)の 値

を, 鉛直絶対最大地震加速度zvmaxを用いて表すために,

次に示す2つ の係数を定義する. δは貯槽の水平最大応

答加速度発生時の鉛直地震加速度とその絶対最大加速

度との比であり, λは貯槽の水平最大応答加速度発生時

の貯槽の鉛直応答加速度とその絶対最大応答加速度と

の比である17). 

(16)

(17)

δ, λは, 1.0≦δ, λ ≦1.0の値を示し, それらが負値

の場合には鉛直下向きの加速度が, 正値の場合には鉛直

上向きの加速度が作用していること表わし, 0の 場合に

は鉛直方向の加速度は作用していないことを表わして

いる. 式(13), (16), (17)を式(15)に代入し, 次に示す貯槽

の滑動判定式を得る. 

mhSAHI zhl>

u1M(g+4 VI j+PA+mV/sAV - Zvl (18)

 式(18)の左辺は, 式(1)と同じく加速度型地震動に対す

る水平力を示し, 同右辺は, 式(2)と同じく横すべり抵抗

力を示している. 

 従来の耐震設計では, 水平及び鉛直地震加速度とそれ

らの応答加速度が構造物にとって最も不利になるよう

に組合せて, 式(18)においてδ=λ=-1として, 構造設計

を行うことが通例であった. しかし, 貯槽の滑動の判定

は, 式(7)と式(8)が示すように, 時々刻々と変わる地震加

速度とそれらの応答加速度の組合せに対して逐次行う

べきものであり, 必ずしも同時には発生しない地震加速

度とそれらの応答加速度の最大値を, 発生時刻を無視し

て貯槽にとって最も不利になるように組合せて用いる

ことは, 貯槽の滑動の開始を過大に評価することになる. 

 そこで, 貯槽の水平応答加速度と, 鉛直地震加速度と

貯槽の鉛直応答加速度との関係を, 貯槽が最も滑動しや

すくなる貯槽の水平絶対最大応答加速度が発生する時

刻に限定して, その時刻の鉛直地震加速度と貯槽の鉛直

応答加速度の値をそれぞれの絶対最大値との比として

表わし, 擬似的な時刻歴の効果(以下, 同時性)を滑動判

定式に導入することにした. 

5. 同時性の評価

(1)同時性を表わす係数の性質

 一般に, 地震波は不規則な波であるが, 本研究では同

時性を簡便に扱うことに主眼を置いて, 同時性に関して

地震波が有する統計的性質を抽出することにした. ここ

で, 従来の耐震設計では地盤種別や, プレート型や直下

型等の地震の型毎に加速度応答倍率等が設定されてい

ることから13), δやλもそれらの分類毎に求めるべきで

あると考えられる. しかし, 著者らは十分な量の地震波

のデータを持ち合わせていないことから, 本研究では地

盤種別や地震の型とは無関係に, 表-1に示す5つ の地震

の複数の観測点における観測データを用いてδ, λの値

を求めることにした. また, 貯槽の水平及び鉛直方向の

固有周期Th, Tyの範囲は概ね1秒以下であると想定して. 

その間の0.01秒毎の周期に対してδ, λの値を求めた. 

図-2は17), 図中の凡例に示す水平方向の各固有周期

写におけるδの値の度数分布を示している. この図より,
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δの値は, 水平方向の固有周期とは無関係に, ほぼ同じ

分布を示すことが分かる. また, 図一3～図-5は17), それ

ぞれの図の表題の括弧内に示す鉛直方向の固有周期71

の時の, 図中の凡例に示す水平方向の各固有周期写にお

けるλの値の度数分布を示している. これらの図より, 

λの値は, 鉛直方向の各固有周期において, 水平方向の

固有周期とは無関係にほぼ同じ分布を示すことが分か

り, また鉛直方向の固有周期とも無関係に, ほぼ同じ分

布を示すことが分かる. これらのことから, δやλは水

平及び鉛直方向の固有周期とは無関係に, ある特定の分

布を形成すると考えられるので, 固有周期の区別なく各

係数毎にデータをまとめて, それぞれの確率密度を示し

たものが図-6と図-7である17とこれらの確率密度は各

階級毎の度数を, データ数と階級幅で除して求めた. 計

算に用いた階級幅は0. Ol, データ数は, δについては

14, 400個, λについては1, 440, 000個である. 各図中の

破線は, 各確率密度の正規分布での近似を示している. 

δとλの確率密度の平均値は0.006, 0.000であり, 分散

は0.098, 0.143である. 図-6と図-7の確率密度より, 水

平応答加速度が絶対最大となる時刻では, 鉛直地震加速

度と鉛直応答加速度が最大となることはほとんど無く, 

それらの値が概ね0で ある場合が多いことが分かる. 

このように, 同時性を表わす係数δとλには, 正規分布

で近似できるような統計的性質があるので, これらの性

質を設計に取り入れるために, 各係数の値をそれぞれの

発生確率に基づいて表わすことにした. そこで, δとλ

をそれぞれ確率分布で表わしたものが, 図-8と 図-9で

ある17). これらの図は, 水平絶対最大応答加速度発生時

に, どの程度の鉛直地震加速度と鉛直応答加速度が, ど

の程度の確率で発生し得るのかを示している. 見方を変

えれば, 設計値に用いる鉛直地震加速度と鉛直応答加速

度の値に応じて, それらを超過する事象が発生する確率

を示している. これより, 耐震設計基準や設計者の判断

によって, 設計値を超過する事象が発生しても良い確率

(以下, 許容超過確率)を予め設定しておくことができる

ならば; 許容超過確率に基づいて設定した鉛直地震加速

度と鉛直応答加速度の値を設計値として用いて滑動の

判定を行うこと力河能になることが分かる. 

表-1 同時性の検討に用いた地震波と観測点数

図-2 δの度数分布

図-3 λ の度数 分布[Tv=0.2(s)の 場合]

図-4 λ の度 数 分布[Tv=0.5(s)の 場 合]
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換言すれば; 全ての地震に対して, 設計値を超過する事

象の発生を許容しないとすればδ=-1.0, λ=1.0の値

を用いて設計を行わなければならないが, この事象は極

めて希にしか発生しないことが図-8と図-9から分かる. 

そこで, 想定される事象の発生が確率的に予測できる範

囲内についてのみ構造物の安全性を保証する, 即ち確率

で保証する範囲内で, 設計値を超過する事象の発生を許

容して耐震設計を行うことを提案する. これは, これら

の図が 許容超過確率に基づいて算定された値を設計値

として用いて, 耐震設計に関わる設計条件を実用的な範

囲に限定して, 構造物の設計が行うこと力河 能であるこ

とを示しているからである. 

表-2に図-8と図-9から読取った許容超過確率が, 1%, 

3%, 5%, 10%の ときのδ, λのそれぞれの値を示す. 

図-5 λ の度 数分布[7v=0.8(s)の 場 合]

図-6 δの確率密度

図-7 λの確率密度

図-8 δの確率分布

図-9 λの確率分布
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(2)同時性を表わす係数の最適値

 いくつかの貯槽と地震波を組み合せて, 式(18)に用い

る同時性を表わす係数δ, λの最適値について検討を行

った. 検討の文橡 は, 容量80, 000klのLNG貯 槽, 容量

23, 000k1の重油貯槽, 容量5, 000klの水貯槽であり, 解析

に用いた各貯槽の物理量を表一3～表二5に示す. 

 ここで, 鉛直方向の有効質量の算定方法は基準化され

ていないので, 本研究では水平方向の有効質量と同じと

した. また, 貯槽の構造減衰は5%, 静止摩擦係数は0. 5

とした 水平方向のタンクの固有周期は文献16)に 示さ

れる方法により求め, 鉛直方向のそれは文献10)に 示さ

れる方法により求めた. また, 検討に用いた地震波の種

類と各貯槽の固有周期に応じた水平及び鉛直方向の規

準化加速度応答倍率を表-6に示す. 

 同時性を表す係数の最適値を調べるために, 式(3)～

(10)に地震波の加速度記録を適用レた時刻歴応答解析結

果と, 式(18)に同じ地震波の基準化応答倍率を適用した

滑動判定解との比較を行った. 図-10に検討の概要を示

す. 

表-2 許容超過確率とδ, λの値

表-3 80, 000kl LNG貯槽の解析に用いた物理量

表-4 23, 000kl重油貯槽の解析に用いた物理量

表-5 5, 000kl水貯槽の解析に用いた物理量

図-10 同時性を表す係数の検討方法
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図-10の横軸は, 時刻歴応答解析及び滑動判定式に用い

た地震波の水平絶対最大加速度を示し, 縦軸は同じく地

震波の鉛直絶対最大加速度を示す. 

 時刻歴応答解析では, 記録された地震波の水平及び鉛

直加速度の絶対最大値の比を保ったまま, 貯槽に滑動が

発生するまで, 絶対最大加速度の倍率を上げていった

この操作の軌跡は, 図-10中 の破線が示すように, 地震

波毎に固有な正の傾きを有する直線として表わすこと

ができる. 一方, 式(18)で滑動を判定した結果は図-10中

の実線が示すように, 貯槽と地震波の組合せ毎に固有な

負の傾きを有する直線として表わすことができる. この

直線の下側(原点側)の絶対最大地震加速度の組合せでは

滑動は生じないと判定されたことを示している. 

 図-10中 の□印で示す破線と実線の交点が, 滑動判定

式で求めた検討対象の地震によって貯槽に滑動が生じ

る絶対最大水平及び鉛直地震加速度の組合せである. 一

方, 図-10中 の破線上の○印は, 時刻歴応答解析で求め

た貯槽に滑動が生じる絶対最大水平及び鉛直地震加速

度の組合せである. 

 そこで, 滑動判定式による滑動判定の精度の検証を行
うために, □印における水平絶対最大地震加速度zhmax1

と○印における水平絶対最大地震加速度zhmax2の 比

r=zhmax2/2hl max1に着目する. rが1に 近いほど, 滑

動判定式による判定が時刻歴応答解析による判定に近
いことを示し, r>1で あれば安全側に, r<1で あれば

危険側に滑動を生じさせる絶対最大地震加速度を判定

したことになる. 

表-6に示す15種 類の地震波と表一3～表一5に示す3つ

の貯槽を組合せて, 表-2に示す4種 類の許容超過確率を

用いて滑動判定を行った場合の精度を検証した結果が

表一7である. 

表一7では, 貯槽や地震波の種類の区別なく, 全ての検

討条件から得られた7の値を, 表一7左欄の数値範囲に応

じた度数として許容超過確率毎に示してある. 表一7より,

7の平均値が1に 近く, かつ1を 下回る事象が少ない許

容超過確率を選択し, それに基づく値を設計値として用

いれば 滑動判定式によって, 時刻歴応答解析に近く, 

かつ安全側に滑動の判定ができることになる. 

表-7に示す結果より, 本研究の範囲では, 許容超過確

率5%に 基づくδ, λを滑動判定式に用いることが最適

であることが分かる. 

表-6 地震波の種類と各貯槽の水平及び鉛直方向の規準化加速度応答倍率

表-7 許容応答確率と滑動判定精度の関係
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6. 滑動判定式の耐震設計への適用性の評価

(1)滑動判定式への基準応答倍率の適用

 地震波が構造物に及ぼす影響は地震波が有する性質に

よって大きく異なるが, 対象とする構造物に作用する地

震波の性質を特定することは難しい. -般 に, 耐震設計

では, 地震波が構造物に及ぼす平均的な影響を考慮する

という観点から, 構造物の応答の程度を基準応答倍率を

用いて表わしている15牝このため, 滑動の判定において

も, 他の耐震設計条件との整合性を保つために, 基準応

答倍率を用いた検討ができることが望ましい. 

 そこで, 式(18)の水平及び鉛直方向の加速度応答倍率
8AH, 8A7に, 従来の耐震設計で広く用いられてきた水

平及び鉛直方向の基準応答倍率β5H, β57を適用した場

合の滑動の判定の精度について検討を行う. 

検討には, 表-3～表一5に示す3つ の貯槽と, 兵庫県南

部地震において3つ の地点, 神戸海洋気象台, JR鷹 取駅, 

東神戸大橋で観測された地震波を用いた. これらの地震

波が, それぞれ第1種 地盤 第2種 地盤 第3種 地盤で

の代表的な地震波に相当するものとして検討を行う13λ

各地震波による水平及び鉛直方向の加速度応答倍率は

表△ に示す値を用い, 基準応答倍率は文献15)に示され

た地盤種別毎の基準応答スペクトル図より貯槽の固有

周期に応じて読み取った. 検討に用いた基準応答倍率の

値を表-8に示す. 

 5(2)で述べた方法に基づいて, 各地震波を用いた時刻

歴応答解析の結果と, 各地震波の規準化加速度応答倍率

及び基準応答倍率を用いて式(18)で滑動判定を行った結

果の度数分布表を表一9に示す. ただし, 同時性を表わす

係数δ, λの値は, 許容超過確率5%に 基づく値を用い

ている. 

表-9より, 本検討の範囲では, 加速度応答倍率を用い

た滑動の判定結果が時刻歴応答解析の結果を精度良く

捉えているのに対して, 基準応答倍率を用いた滑動の判

定結果には, ばらつきが大きいことが分かる. ばらっき

の様子を見ると, 時刻歴応答解析の結果よりもかなり安

全側の評価となる場合や, 必ずしも安全側の評価とはな

らない場合があることが分かる. この原因は, 検討に用

いた加速度応答倍率の値と基準応答倍率の値との問に

かなり差があるためであり, 基準応答倍率が設定される

際の操作に起因するものである. 

 しかしながら, 基準応答倍率を適用して滑動の判定を

行っても, 安全側にばらついた評価が得られることから, 

貯槽の滑動の判定に関して, 概ね妥当な判定結果を与え

ることが分かる. 

(2)従来の滑動判定式との比較

 式(1)と式(2)を組み合わせた滑動の判定式は次式とな

る. ただし, 式(2)の右辺第2項 は除外してある. 

KM (W + WS) > (W + WS) u(1- Kv) (19)

表-3～表一5に示す3つ の貯槽と, 表-6に示す15種 類

の地震波を組み合わせて, 式(18)と式(19)による滑動の判

定結果の差異について検討を行った. 本検討では各地震

波の加速度応答倍率を用いるので, 式(19)の水平震度

κM1には 水平絶対最大地震加速度に地震波毎の水平方

向の加速度応答倍率を乗じて重力加速度で除した値を, 

鉛直震度邸 には鉛直絶対最大地震加速度を重力加速度

で除した値を用いた. また, 式(18)では, 同時性を表わ

す係数δ, λの値には許容超過確率5%に 基づく値を用

いた. 

表-8 地 盤種別毎の各貯槽の基準応答倍率

表-9 基準応答倍率を適用した場合の滑動判定精度
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 5(2)で述べた方法に基づいて, 各地震波を用いた時刻

歴応答解析の結果と, 各地震波の加速度応答倍率を用い

て式(18)と式(19)で滑動判定を行った結果の度数分布表

を表-10に示す 表-10よ り, 式(18)の結果は, 度数が1.0

≦r<1.3の 範囲に集まっており, 式(19)の結果よりもば

らつきが少なく, 時刻歴応答解析の結果を精度良く促え

ていることが分かる. 
一方, 5(2)で述べた方法に基づいて, 表一3に表す

80, 000klのLNG貯槽を文橡 に, アンカーストラップのプ

レストレスカが滑動判定に及ぼす影響を調べた結果を

表-11に 示す. 検討に用いた地震波は, 兵庫県南部地震

(神戸海洋気象台)で あり, 記録された地震波の水平及

び鉛直加速度の絶対最大値の比を保ったまま, 貯槽に滑

動が生じる時の最大加速度を求めた. ケース1は, 表3

の条件を用いて式(18)で滑動判定を行った結果である. 
一方, ケース2は, 表一3の条件中, アンカーストラップ

のプレストレスカを0に して(18)式で滑動判定を行った

結果であり, ケースlに 比べ7%程 度小さい加速度で滑

動を開始することが分かる. またケース3は, 表-3の条

件を用いて式(19)で滑動の判定を行った結果であり, プ

レストレスカの有無に関らず, ケース1, ケース2に 比

べて, 20%程 度小さい加速度で滑動が開始する判定を与

えることが分かる。これらのことは, 滑動の判定にアン

カーストラヅプのプレストレスカ, 貯槽の鉛直方向の応

答と, 地震波及びその応答の同時性を考慮することの必

要性を示している. 

7. おわ りに

 水平 ・鉛直地震加速度を同時に受ける平底円筒貯槽の

滑動判定式について検討を行い次の結果を得た. 

1)水平及び鉛直地震加速度を同時に受ける底板が浮上

らない平底円筒貯槽の滑動に関する運動方程式から, 加

速度応答倍率を用いて簡便にかつ精度よく滑動を判定

できる滑動判定式を導いた. 

2)加速度応答倍率の適用は, 貯槽の滑動現象の検討にと

って最も重要な水平及び鉛直地震加速度とそれらの応

答との同時性を暗に無視することになるので, 貯槽が最

も滑りやすくなる貯槽の水平応答加速度が最大となる

時刻に着目して, 同時性を簡便に評価する指標を定義し, 

滑動判定式に導入した. 

3)地震加速度と地震応答加速度の同時性を表わす係数

が, 正規分布で近似される統計的性質を有していること

を明らかにし, 超過する事象の発生が確率的に保証され

た鉛直地震加速度と鉛直応答加速度を設計値として用

いて, 滑動の判定が行えることを示した. 

4)本研究の検討範囲では, 許容超過確率5%に 基づいて

鉛直地震加速度と鉛直応答加速度設定したものを設計

値として用いて貯槽の滑動の判定を行うことが最適で

あることを示した. しかし, これらの値は, 各地震の型, 

地翻 晦 に求めることが望ましいと考えられる. 

5)滑 動判定式に従来の耐震設計で広く用いられている

地盤種別毎の基準応答倍率を用いても, 概ね滑動の判定

の精度は保たれることを示した. 

6)従来の滑動検討方法との比較から, 精度良く貯槽の滑

動の判定を行うためには, アンカー-ストラップのプレス

トレストカ, 貯槽の鉛直方向の応答と, 地震波及びその

応答の同時性の考慮が必要であることを示した. 

 本研究で示した滑動判定式を用いれば簡便に精度良

く貯槽の滑動を判定できることを明らかにした. 

表-10 従来の滑動検討方法との比較

表-11 プレストレスカの影響
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(1999. 10. 12 受付)

SLIP VERIFICATION METHOD FOR THE FLAT-BOTTOM CYLINDRICAL SHELL TANK

SUBJECTED TO HORIZONTAL AND VERTICAL GROUND MOTION

Tomoyo TANIGUCHI, Tomoaki MURAYAMA, Yukio MENTANI, 

Hiroharu KOMORI and Takeo YOSHIHARA

This paper presents the slip verification method for the tank with the seismic magnification factors of both horizontal and vertical

directions. The equation is derived from an analytical model for the tank slip including the effects of anchor straps and the

response to the ground acceleration in both directions. Since an application of the seismic magnification factors for the tank slip

verification implicitly neglects the coincidence between the ground acceleration and responses to them which considerably affect

tank slip behavior, two coefficients which express their coincidence are detennined to compensate for the deficiency. Since

relationships of the coincidence to their probability of occtnrenee are clarified, the design vertical ground acceleration and vertical

response acceleration based on the allowable probability of excess are introduced to the slip verification method. The proposed

method accurately approximates the slip commencement of the tank. 
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